17

)
119 993
119 207
2,816 786
86 2
1,762 38
967 136
0 3
0 0
0 130
15 0
2,441 0
180 16
1 9
0 430
40 1,626
4

113 2,179 8,000
34 4,990
1 4,990

0 1,089)
757
3,767
5,393 5,393
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11
12.

13.

14.

23
23

18

41

430



19.
20.

21.

4,990

67

54



17

17
18

31

2,968
2,920
2,827
93
41
34
34

113

4,047
884
591
130

159
203
135

67

2,169
783
13

39

726

1,079

Ok, OO0 OOOo

1,085

1,089

3,900
4,990

6,806

55

54




	（注）１． 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の
	２． 動産の減価償却の方法は、定率法により行なっております。
	３． 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、計上しております。すべての債権は、資産の自己査定基準に基
	４． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見
	５．  価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しております。
	６． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事業費等の費用は税込方式によっております。なお
	７． 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しております。
	標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）
	標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
	８． その他資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間（５年）に基づく定額法により行なって
	９． 保険業法第１１３条繰延資産の償却方法は、定款の規定に基づき償却しております。
	10． 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
	11． 動産の減価償却累計額は７百万円であります。
	12.  保険業法施行規則第１７条の３第１項第３号に規定する純資産の額は、757百万円であります。
	13.  貸借対照表に計上した動産の他、リース契約により使用している重要な動産として電子計算機とその周辺機器等があります
	14.  契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
	15.　担保に供されている資産の額は18百万円であります。
	16.　保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担見積額は41百万円
	17.　退職給付債務の算定につきましては簡便法を採用しており、退職給付引当金は16百万円であります。
	18.　繰延税金負債の総額は、430百万円であります。
	19.　資本の欠損の額は、4,990百万円であります。
	20.　保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同令第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（
	21.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。


